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■口座残高など、お取引状況についてのお問い合わせ
お取引のある販売会社へお問い合わせください。
■当運用報告書についてのお問い合わせ
コールセンター　0120-88-2976
受付時間：午前９時～午後５時（土、日、祝・休日を除く）

三井住友・日本株式 
ＥＳＧファンド
【運用報告書（全体版）】

（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

第５ 期

決算日 2022年11月30日

受益者の皆さまへ
平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上げ

ます。

当ファンドはマザーファンドへの投資を通じて、日

本の取引所に上場している株式に投資し、信託財産

の中長期的な成長を目指します。

当期についても、運用方針に沿った運用を行いました。

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。

■当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／株式

信託期間 無期限（設定日：2018年２月９日）

運用方針 マザーファンドへの投資を通じて、日本の
取引所に上場している株式に投資し、信託
財産の中長期的な成長を目指します。

主要投資対象 当ファンドは以下のマザーファンドを主要
投資対象とします。

日本株式ＥＳＧマザーファンド

日本の取引所に上場している株式

当ファンドの
運用方法

マザーファンドへの投資を通じて、実質的
に以下のような運用を行います。
■�主として、ＥＳＧ投資※の拡大が期待さ
れる日本株式を投資対象とします。
※�企業の環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）、
社会（Ｓｏｃｉａｌ）、ガバナンス
（Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ）への取組み
を考慮する投資手法。

■�企業調査に精通したアナリストが企業の
ＥＳＧへの取組みを評価（ＥＳＧ評価）し、
企業価値向上が期待される銘柄を選定し
ます。

組入制限 当ファンド

■��株式への実質投資割合には、制限を設け
ません。

■�外貨建資産への実質投資割合は、信託財
産の純資産総額の10％以下とします。

日本株式ＥＳＧマザーファンド

■�株式への投資割合には、制限を設けませ
ん。

■�外貨建資産への投資割合は、信託財産の
純資産総額の10％以下とします。

分配方針 ■�年１回（原則として毎年11月30日。休業
日の場合は翌営業日）決算を行い、分配
金額を決定します。

■�分配対象額は、経費控除後の利子、配当
等収益と売買益（評価損益を含みます。）
等の範囲内とします。

■�分配金額は、委託会社が基準価額水準、
市況動向等を勘案して決定します。

※�委託会社の判断により分配を行わない場
合もあるため、将来の分配金の支払いお
よびその金額について保証するものでは
ありません。

ファンドは複利効果による信託財産の
成長を優先するため、分配を極力抑制
します。
（基準価額水準、市況動向等によっては
変更する場合があります。）
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位未

満の数値については小数を表記する場合があります。 

 
 設定以来の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
（東証株価指数、配当込み） 株 式 組 入 

比 率 

株 式 先 物 
比 率 
(買建－売建) 

純 資 産 
総 額 

(分配落) 
税 込 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率  

期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
2018年２月９日 10,000 － － 2,570.45 － － － 55 

１期(2018年11月30日) 9,965 0 △ 0.4 2,475.92 △ 3.7 94.2 5.5 1,603 
２期(2019年12月２日) 10,727 0 7.6 2,611.46 5.5 96.3 3.8 1,124 
３期(2020年11月30日) 11,331 0 5.6 2,738.72 4.9 97.9 2.4 961 
４期(2021年11月30日) 12,715 0 12.2 3,073.26 12.2 90.9 9.3 1,327 
５期(2022年11月30日) 12,798 0 0.7 3,249.61 5.7 94.7 5.9 1,439  

※ 基準価額の騰落率は分配金込み。 
※ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与す

るものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 
※ 参考指数は市場の動きを示す目的で記載しており、当ファンドが当該参考指数を意識して運用しているわけではありません。 

 

 当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

( 参 考 指 数 ) 
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
（東証株価指数、配当込み） 

株 式 組 入 
比 率 

株 式 先 物 
比 率 
(買建－売建) 

 騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 
2021年11月30日 12,715 － 3,073.26 － 90.9 9.3 

12月末 13,169 3.6 3,179.28 3.4 90.0 9.7 
2022年１月末 12,321 △3.1 3,025.69 △1.5 81.0 19.0 

２月末 12,180 △4.2 3,012.57 △2.0 80.3 14.7 
３月末 12,567 △1.2 3,142.06 2.2 89.5 9.8 
４月末 12,148 △4.5 3,066.68 △0.2 88.8 10.4 
５月末 12,267 △3.5 3,090.73 0.6 80.6 18.8 
６月末 12,097 △4.9 3,027.34 △1.5 80.1 18.2 
７月末 12,450 △2.1 3,140.07 2.2 90.5 9.6 
８月末 12,558 △1.2 3,177.98 3.4 95.4 3.1 
９月末 11,938 △6.1 3,003.39 △2.3 89.0 10.0 
10月末 12,446 △2.1 3,156.44 2.7 91.8 8.7 

(期  末)       
2022年11月30日 12,798 0.7 3,249.61 5.7 94.7 5.9  

※ 騰落率は期首比です。 
※ 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、比率は実質比率を記載しています。 
※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。   
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１ 運用経過
基準価額等の推移について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

基準価額等の推移
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純資産総額（百万円）：右軸

参考指数：左軸

基準価額（円）：左軸
分配金再投資基準価額（円）：左軸

※分配金再投資基準価額および参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

期 首 12,715円

期 末 12,798円
（既払分配金0円（税引前））

騰 落 率 ＋0.7％
（分配金再投資ベース）

分配金再投資基準価額について
分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※当ファンドの参考指数は、TOPIX（東証株価指数、配当込み）です。
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファン
ドの運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。

1

三井住友・日本株式ＥＳＧファンド　 

交付_90950_178709_20221130_再校_三井住友・日本株式ＥＳＧファンド_941842.indd   1 2023/01/06   17:59:41

	 －	 2	 －

三井住友・日本株式ＥＳＧファンド 　 

全体_90950_178709_20221130_四校_三井住友・日本株式ＥＳＧファンド _941842.indd   2 2023/01/13   12:43:07



基準価額の主な変動要因（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

当ファンドは、マザーファンドへの投資を通じて、日本の取引所に上場している株式を主要投
資対象とし、主として、ＥＳＧ投資※の拡大が期待される日本株式に投資を行いました。また、
銘柄選択にあたっては、企業調査に精通したアナリストが企業のＥＳＧへの取組みを評価
（ＥＳＧ評価）し、企業価値向上が期待される銘柄を選定し、その上で、計量モデル等に基づいて
ポートフォリオを構築しました。
※ＥＳＧ投資とは、投資判断の際に企業の環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）、社会（Ｓｏｃｉａｌ）、ガバナンス
（Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ）への取組みを考慮する投資手法をいいます。

「ＥＳＧへの取組み」には、一般的に以下のような項目が該当します。
Ｅ：温室効果ガスの排出削減、水資源の効率的な利用 など
Ｓ：労働環境の改善、地域社会への貢献 など
Ｇ：企業統治の強化、リスク管理体制の整備 など

上昇要因
●東京海上ホールディングス、伊藤忠商事、いすゞ自動車などの株価が上昇したこと

下落要因
●ソニーグループ、ＨＯＹＡ、オムロンなどの株価が下落したこと

2
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投資環境について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

国内株式市場は上昇しました。

国内株式市場

期初から３月上旬にかけて、変異ウイルス
（オミクロン型）の感染拡大、ウクライナ情勢
の緊迫化、原油市況の高騰などにより、世界
景気の回復遅れが懸念され下落しました。
その後の９月にかけては、円安・米ドル高
進行等により反発する局面も見られました
が、パウエルＦＲＢ（米連邦準備制度理事会）

議長が利上げ継続によるインフレ抑制への
強い姿勢を明確にしたことや、世界景気の後
退懸念が高まったことなどが嫌気され上値
の重い展開となりました。
期末には、米金融引き締め懸念が後退し米
長期金利（10年国債利回り）が急低下したこ
とや、国内では好決算銘柄への買いが追い風
となり上昇しました。

ポートフォリオについて（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

当ファンド

期を通じて「日本株式ＥＳＧマザーファン
ド」を高位に組み入れました。

日本株式ＥＳＧマザーファンド

●株式組入比率
期中は、95％～101％程度で推移しまし
た（株式先物を含む）。期末時点では101％程
度となっています。

●個別銘柄
１月末および７月末に当社ＥＳＧ評価の
一斉見直しを行ったことに伴い、当ファンド
は２月初旬および８月初旬にポートフォリ
オのリバランス（投資配分比率の調整）を行
いました。
２月初旬のリバランスでは、新たにＥＳＧ
評価により企業価値向上が期待される銘柄
として、東京エレクトロンやヤマダホール
ディングスなどを購入した一方、三越伊勢丹
ホールディングスや芙蓉総合リースなどを
売却しました。
８月初旬のリバランスでは、同様にファー
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ストリテイリングやテルモなどを購入した
一方、三井住友フィナンシャルグループを売
却、２月に購入していたリクルートホール
ディングスも再び売却しました。

●ポートフォリオの特性
当社ＥＳＧ評価により、企業価値向上が期
待される銘柄を選定して、その投資パフォー
マンスを効率良く獲得することが期待でき
るポートフォリオを構築した結果、企業の売
上げや利益の成長性に特化したポートフォ
リオ特性となりました。

組入上位銘柄

ソニーグループ
Ｓ（社会）、Ｇ（ガバナンス）：ゲーム、音楽、映画、ＣＭＯＳセンサー等の高シェアを持つ製品・サービ
スを多数持ち、海外でも高いブランド力を誇る企業。
広義のエンターテインメント事業（ゲーム・音楽・映画）で人々を感動させることを経営目標としている
が、コロナ禍で価値が更に上昇した。加えて教育やサービスロボット事業などへの取り組みで社会的課
題に対応している点を評価。ガバナンス面では情報開示が大きく改善傾向にあり、投資家・株式市場と
のミスコミュニケーションの頻度が極端に減少した点を評価。
トヨタ自動車
Ｇ（ガバナンス）：グローバルに事業を展開する、世界トップクラスの自動車メーカー。日野自動車、ダ
イハツ工業を傘下。ＳＵＢＡＲＵ、マツダ、スズキと提携。
半導体不足やコロナ禍の影響で自動車業界のサプライチェーン（供給網）が混乱する中、緊急時の対応能
力などが競合他社に対して優れている点を評価。またハイブリッド車で培った電動化技術はグローバル
で見ても競争優位性が有り、かつ燃料電池車、水素エンジン車など新技術を並行して開発するなど将来
に向けたビジネスリスクへ適切に対応している点も評価。
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分配金について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第５期

当期分配金 0
（対基準価額比率） （0.00％）

当期の収益 －
当期の収益以外 －

翌期繰越分配対象額 2,798

期間の分配は、複利効果による信託財産の
成長を優先するため、見送りといたしまし
た。
なお、留保益につきましては、運用の基本
方針に基づき運用いたします。

※単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

ベンチマークとの差異について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

基準価額と参考指数の騰落率対比

0.7

5.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

基準価額

参考指数

（％） 当ファンドは運用の指標となるベンチマー
クはありませんが、参考指数として
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）を設け
ています。
左のグラフは、基準価額と参考指数の騰落
率の対比です。

※基準価額は分配金再投資ベース
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当ファンド

引き続き「日本株式ＥＳＧマザーファン
ド」を高位に組み入れて運用を行います。

日本株式ＥＳＧマザーファンド

国内株式市場は、日銀による緩和的な金融
政策や政府の物価高克服のための経済対策
による内需への追い風はあるものの、足元の
世界景気の停滞によりレンジ推移を予想し
ます。今後は、欧米での金融引き締めの着地
点が見え、世界景気が停滞局面から脱し始め

ることにより、株価のさらなる回復につなが
るとみています。
一方で、今後もＥＳＧ投資の拡大が期待さ
れる日本の株式市場において、ＥＳＧは長期
的な企業業績や株価に影響を及ぼし、ひいて
は投資家の長期的な投資パフォーマンスに
も貢献すると考えています。企業調査に精通
したアナリストによるＥＳＧ評価により企
業価値向上が期待される銘柄を選定して、そ
の投資パフォーマンスを効率良く獲得する
ことが期待できるポートフォリオを、計量モ
デルを活用して構築する方針です。

２ 今後の運用方針

３ お知らせ
約款変更について

該当事項はございません。
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１万口当たりの費用明細（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a）信 託 報 酬 148円 1.188％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は12,419円です。
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファンド

の管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図の

実行等の対価

（投 信 会 社） （75） （0.605）

（販 売 会 社） （68） （0.550）

（受 託 会 社） （4） （0.033）

（b）売買委託手数料 5 0.039 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料（株 式） （4） （0.029）

（先物・オプション） （1） （0.010）

（投資信託証券） （－） （－）

（c）有価証券取引税 － － 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
有価証券取引税：�有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金（株 式） （－） （－）

（公 社 債） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d）そ の 他 費 用 1 0.006 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：�海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管およ

び資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用：�監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（保 管 費 用） （－） （－）

（監 査 費 用） （1） （0.005）

（そ の 他） （0） （0.000）

合 計 153 1.232

※期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法によ
り算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
※売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、当ファンドが組み入れているマザーファンドが支払った金額
のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
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総経費率
1.19％

運用管理費用（投信会社）

 0.61％
運用管理費用（販売会社）

0.55％

運用管理費用（受託会社）

0.03％

その他費用

0.01％

※各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則として、
募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は1.19％です。

日本株主還元株ファンド・ヘッジ型

1

ak304-00_180406_交付-日本株主還元株ファンド・ヘッジ型_総経費率

参考情報 総経費率（年率換算）
当ファンドの費用は以下の通りです。（マザーファンド含む）

総経費率
0.83%

運用管理費用（受託会社）

0.05%
その他費用

0.02%

運用管理費用（販売会社）

0.46%

運用管理費用（投信会社）

0.31%

※各費用は、1万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
※各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値です。
※�上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生
した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（1万口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は0.00％です。

ak304-00_180406_交付-日本株主還元株ファンド・ヘッジ型_総経費率.indd   1 2019/03/13   15:10:29
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 当期中の売買及び取引の状況 (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 
親投資信託受益証券の設定、解約状況 

 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 

日 本 株 式 Ｅ Ｓ Ｇ マ ザ ー フ ァ ン ド 207,658 271,763 142,992 186,492 
 
 
 

 親投資信託の株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
  (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 

項 目 
当 期 

日 本 株 式 Ｅ Ｓ Ｇ マ ザ ー フ ァ ン ド 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 17,683,915千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 9,960,205千円 
(c) 売 買 高 比 率 （ a ） ／ （ b ） 1.77   

 
※ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※ 外貨建資産については、(a)は各月末（ただし、決算日の属する月については決算日）の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨

金額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

 利害関係人との取引状況等 (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 

（1）利害関係人との取引状況 
三井住友・日本株式ＥＳＧファンド 
当期中における利害関係人との取引等はありません。 

 
日本株式ＥＳＧマザーファンド 

区       分 買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 9,365 2,598 27.7 8,317 2,758 33.2 
株式先物取引 9,270 5,961 64.3 9,637 6,653 69.0 

 
※ 平均保有割合 12.2％ 
※ 平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

 

（2）利害関係人の発行する有価証券等 

日本株式ＥＳＧマザーファンド 
種       類 買 付 額 売 付 額 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 
株式 37 312 － 
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（3）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

三井住友・日本株式ＥＳＧファンド 

項 目 当 期 

（a）売買委託手数料総額 536千円 

（b）うち利害関係人への支払額 111千円 

（c）（b）／（a） 20.7％   
 
※ 売買委託手数料総額は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものです。 
 
利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害
関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、株式会社三井住友フィナンシャルグループです。 

 

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2021年12月１日から2022年11月30日まで) 

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

 組入れ資産の明細 (2022年11月30日現在) 
親投資信託残高 

種 類 
期首(前期末) 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

日 本 株 式 Ｅ Ｓ Ｇ マ ザ ー フ ァ ン ド 1,003,005 1,067,671 1,447,762 
 
※ 日本株式ＥＳＧマザーファンドの期末の受益権総口数は8,721,418,207口です。 

 

 投資信託財産の構成 (2022年11月30日現在) 

項 目 
期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

日 本 株 式 Ｅ Ｓ Ｇ マ ザ ー フ ァ ン ド 1,447,762 99.6 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 5,759 0.4 

投 資 信 託 財 産 総 額 1,453,522 100.0 
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況 
  (2022年11月30日現在) 

項 目 期 末 

(A) 資 産 1,453,522,159円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 5,054,280   

 日本株式ＥＳＧマザーファンド(評価額) 1,447,762,181   

 未 収 入 金 705,698   

(B) 負 債 14,136,124   

 未 払 解 約 金 5,754,728   

 未 払 信 託 報 酬 8,342,831   

 そ の 他 未 払 費 用 38,565   

(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 1,439,386,035   

 元 本 1,124,656,772   

 次 期 繰 越 損 益 金 314,729,263   

(D) 受 益 権 総 口 数 1,124,656,772口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 12,798円 
 
※ 当期における期首元本額1,044,282,058円、期中追加設定元本額

295,389,638円、期中一部解約元本額215,014,924円です。 
※ 上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が

投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額
（元本の欠損）となります。 

※ 上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信
託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定
する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。

 損益の状況 
  (自2021年12月１日 至2022年11月30日) 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 △        349円 
 受 取 利 息 32   
 支 払 利 息 △        381   
(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 32,914,153   
 売 買 益 37,059,085   
 売 買 損 △  4,144,932   
(C) 信 託 報 酬 等 △ 16,478,859   
(D) 当 期 損 益 金 ( Ａ ＋ Ｂ ＋ Ｃ ) 16,434,945   
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 115,200,174   
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 183,094,144   
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  156,121,637)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (   26,972,507)  
(G) 合 計 ( Ｄ ＋ Ｅ ＋ Ｆ ) 314,729,263   
 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｇ ) 314,729,263   
 追 加 信 託 差 損 益 金 183,094,144   
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  156,889,673)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (   26,204,471)  
 分 配 準 備 積 立 金 131,724,978   
 繰 越 損 益 金 △     89,859   
 
※ 有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※ 株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公社

債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。 
※ 追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※分配金の計算過程は以下の通りです。 

 当 期 

(a) 経費控除後の配当等収益 16,524,804円 

(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 0   

(c) 収益調整金 183,004,285   

(d) 分配準備積立金 115,200,174   

(e) 当期分配対象額(a＋b＋c＋d) 314,729,263   

 １万口当たり当期分配対象額 2,798.45   

(f) 分配金 0   

 １万口当たり分配金 0   

 
 

 分配金のお知らせ 

１万口当たり分配金（税引前） 
当 期 

0円 
 
 
 

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 
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原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位未
満の数値については小数を表記する場合があります。 
 
 設定以来の運用実績 

決 算 期 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
（東証株価指数、配当込み） 株 式 組 入 

比 率 

株 式 先 物 
比 率 
(買建－売建) 

純 資 産 
総 額 

 期 中 
騰 落 率 

 期 中 
騰 落 率 

(設定日) 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 
2018年２月９日 10,000 － 2,570.45 － － － 287 

１期(2018年11月30日) 10,059 0.6 2,475.92 △ 3.7 94.0 5.4 1,841 
２期(2019年12月２日) 10,961 9.0 2,611.46 5.5 95.5 3.7 1,382 
３期(2020年11月30日) 11,717 6.9 2,738.72 4.9 97.4 2.4 7,996 
４期(2021年11月30日) 13,311 13.6 3,073.26 12.2 90.4 9.3 11,245 
５期(2022年11月30日) 13,560 1.9 3,249.61 5.7 94.2 5.9 11,826  

※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与す

るものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 
※ 参考指数は市場の動きを示す目的で記載しており、当ファンドが当該参考指数を意識して運用しているわけではありません。 
 

 当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 

（ 参 考 指 数 ） 
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 
（東証株価指数、配当込み） 

株 式 組 入 
比 率 

株 式 先 物 
比 率 
(買建－売建) 

 騰 落 率  騰 落 率 
(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2021年11月30日 13,311 － 3,073.26 － 90.4 9.3 
12月末 13,800 3.7 3,179.28 3.4 89.9 9.7 

2022年１月末 12,926 △2.9 3,025.69 △1.5 80.8 18.9 
２月末 12,791 △3.9 3,012.57 △2.0 80.0 14.6 
３月末 13,209 △0.8 3,142.06 2.2 89.2 9.8 
４月末 12,782 △4.0 3,066.68 △0.2 88.4 10.3 
５月末 12,920 △2.9 3,090.73 0.6 80.2 18.7 
６月末 12,754 △4.2 3,027.34 △1.5 80.0 18.2 
７月末 13,139 △1.3 3,140.07 2.2 90.4 9.6 
８月末 13,267 △0.3 3,177.98 3.4 95.1 3.0 
９月末 12,627 △5.1 3,003.39 △2.3 88.6 10.0 
10月末 13,175 △1.0 3,156.44 2.7 91.3 8.7 
(期  末)       

2022年11月30日 13,560 1.9 3,249.61 5.7 94.2 5.9  
※ 騰落率は期首比です。 
※ 株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 

  

日本株式ＥＳＧマザーファンド
第５期（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

信託期間 無期限（設定日：2018年２月９日）

運用方針 ■日本の取引所に上場している株式を主要投資対象とし、信託財産の中長期的な成長を目指します。
■�銘柄選択にあたっては、各企業との対話や独自の調査に基づき、各企業のＥＳＧ※への取組みに

関する変化の可能性を評価します。その上で、計量モデルに基づき、幅広い銘柄に分散投資する
ポートフォリオを構築します。
※環境、社会およびコーポレート・ガバナンスを指します。
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１ 運用経過

基準価額等の推移について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

基準価額等の推移

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

0

10,000

20,000

'21/12 '22/1 2 3 4 5 6 7 8 9 10期首 期末

参考指数：左軸

基準価額（円）：左軸

純資産総額（百万円）：右軸

期 首 13,311円

期 末 13,560円

騰 落 率 ＋1.9％

※参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）です。
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファン
ドの運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。

基準価額の主な変動要因（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

当ファンドは、日本の取引所に上場している株式を主要投資対象とし、主として、ＥＳＧ投資※

の拡大が期待される日本株式に投資を行いました。また、銘柄選択にあたっては、企業調査に精

通したアナリストが企業のＥＳＧへの取組みを評価（ＥＳＧ評価）し、企業価値向上が期待され

る銘柄を選定し、その上で、計量モデル等に基づいてポートフォリオを構築しました。

※ＥＳＧ投資とは、投資判断の際に企業の環境（Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）、社会（Ｓｏｃｉａｌ）、ガバナンス
（Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ）への取組みを考慮する投資手法をいいます。

上昇要因
・東京海上ホールディングス、伊藤忠商事、いすゞ自動車などの株価が上昇した
こと

下落要因 ・ソニーグループ、ＨＯＹＡ、オムロンなどの株価が下落したこと

日本株式ＥＳＧマザーファンド
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投資環境について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

国内株式市場は上昇しました。

国内株式市場

期初から３月上旬にかけて、変異ウイルス（オミクロン型）の感染拡大、ウクライナ情勢の緊

迫化、原油市況の高騰などにより、世界景気の回復遅れが懸念され下落しました。

その後の９月にかけては、円安・米ドル高進行等により反発する局面も見られましたが、パウ

エルＦＲＢ（米連邦準備制度理事会）議長が利上げ継続によるインフレ抑制への強い姿勢を明確

にしたことや、世界景気の後退懸念が高まったことなどが嫌気され上値の重い展開となりました。

期末には、米金融引き締め懸念が後退し米長期金利（10年国債利回り）が急低下したことや、

国内では好決算銘柄への買いが追い風となり上昇しました。

ポートフォリオについて（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

株式組入比率

期中は、95％～101％程度で推移しました（株式先物を含む）。期末時点では101％程度となっ

ています。

個別銘柄

１月末および７月末に当社ＥＳＧ評価の一斉見直しを行ったことに伴い、当ファンドは２月初

旬および８月初旬にポートフォリオのリバランス（投資配分比率の調整）を行いました。

２月初旬のリバランスでは、新たにＥＳＧ評価により企業価値向上が期待される銘柄として、

東京エレクトロンやヤマダホールディングスなどを購入した一方、三越伊勢丹ホールディングス

や芙蓉総合リースなどを売却しました。

８月初旬のリバランスでは、同様にファーストリテイリングやテルモなどを購入した一方、三

井住友フィナンシャルグループを売却、２月に購入していたリクルートホールディングスも再び

売却しました。

日本株式ＥＳＧマザーファンド
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ポートフォリオの特性

当社ＥＳＧ評価により、企業価値向上が期待される銘柄を選定して、その投資パフォーマンス

を効率良く獲得することが期待できるポートフォリオを構築した結果、企業の売上げや利益の成

長性に特化したポートフォリオ特性となりました。

組入上位銘柄

ソニーグループ

Ｓ（社会）、Ｇ（ガバナンス）：ゲーム、音楽、映画、ＣＭＯＳセンサー等の高シェアを持つ製品・サー

ビスを多数持ち、海外でも高いブランド力を誇る企業。

広義のエンターテインメント事業（ゲーム・音楽・映画）で人々を感動させることを経営目標としてい

るが、コロナ禍で価値が更に上昇した。加えて教育やサービスロボット事業などへの取り組みで社会的

課題に対応している点を評価。ガバナンス面では情報開示が大きく改善傾向にあり、投資家・株式市場

とのミスコミュニケーションの頻度が極端に減少した点を評価。

トヨタ自動車

Ｇ（ガバナンス）：グローバルに事業を展開する、世界トップクラスの自動車メーカー。日野自動車、

ダイハツ工業を傘下。ＳＵＢＡＲＵ、マツダ、スズキと提携。

半導体不足やコロナ禍の影響で自動車業界のサプライチェーン（供給網）が混乱する中、緊急時の対応

能力などが競合他社に対して優れている点を評価。またハイブリッド車で培った電動化技術はグローバ

ルで見ても競争優位性が有り、かつ燃料電池車、水素エンジン車など新技術を並行して開発するなど将

来に向けたビジネスリスクへ適切に対応している点も評価。

日本株式ＥＳＧマザーファンド
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ベンチマークとの差異について（2021年12月１日から2022年11月30日まで）

基準価額と参考指数の騰落率対比

1.9

5.7

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

基準価額

参考指数

（％） 当ファンドは運用の指標となるベンチマー

クはありませんが、参考指数としてＴＯＰＩＸ

（東証株価指数、配当込み）を設けています。

左のグラフは、基準価額と参考指数の騰落

率の対比です。

２ 今後の運用方針

国内株式市場は、日銀による緩和的な金融政策や政府の物価高克服のための経済対策による内

需への追い風はあるものの、足元の世界景気の停滞によりレンジ推移を予想します。今後は、欧

米での金融引き締めの着地点が見え、世界景気が停滞局面から脱し始めることにより、株価のさ

らなる回復につながるとみています。

一方で、今後もＥＳＧ投資の拡大が期待される日本の株式市場において、ＥＳＧは長期的な企

業業績や株価に影響を及ぼし、ひいては投資家の長期的な投資パフォーマンスにも貢献すると考

えています。企業調査に精通したアナリストによるＥＳＧ評価により企業価値向上が期待される

銘柄を選定して、その投資パフォーマンスを効率良く獲得することが期待できるポートフォリオ

を、計量モデルを活用して構築する方針です。

日本株式ＥＳＧマザーファンド
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 １万口当たりの費用明細 (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 
項 目 金 額 比 率 項 目 の 概 要 

（a） 売 買 委 託 手 数 料 5円 0.038％ 
売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数 

売買委託手数料：有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う手数料  （ 株  式 ） (4)  (0.029)  

 （ 先 物 ・ オ プ シ ョ ン ） (1)  (0.009)  

（b） そ の 他 費 用 0   0.000   その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数 
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用  （ そ の 他 ） (0)  (0.000)  

 合 計 5   0.039    

 期中の平均基準価額は13,081円です。  
 
※ 期中の費用（消費税のかかるものは消費税を含む）は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出しています。
※ 比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
※ 各項目毎に円未満は四捨五入しています。 

 

 当期中の売買及び取引の状況 (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 
（1）株 式 

 
買 付 売 付 

株 数 金 額 株 数 金 額 

国 

内 

 千株 千円 千株 千円 

上 場 3,862 9,365,941 3,453.9 8,317,973 

 ( 94.8) (       －)
 
※ 金額は受渡し代金。 
※ （ ）内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

（2）先物取引の種類別取引状況 

種 類 別 
買 建 売 建 

新規買付額 決 済 額 新規売付額 決 済 額 

国 
内 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

株 式 先 物 取 引 9,270 9,637 － － 
 
※ 金額は受渡し代金。 
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 株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
  (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 

項 目 当 期 
(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 17,683,915千円 
(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 9,960,205千円 
(c) 売 買 高 比 率 （ a ） ／ （ b ） 1.77   

 
※ (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※ 外貨建資産については、(a)は各月末（ただし、決算日の属する月については決算日）の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨

金額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

 利害関係人との取引状況等 (2021年12月１日から2022年11月30日まで) 

（1）利害関係人との取引状況 

区       分 買付額等 
Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ 

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 
株式 9,365 2,598 27.7 8,317 2,758 33.2 
株式先物取引 9,270 5,961 64.3 9,637 6,653 69.0 

 
 
 

（2）利害関係人の発行する有価証券等 

種       類 買 付 額 売 付 額 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円 

株式 37 312 － 
 
 
 

（3）売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 

項 目 当 期 

（a）売買委託手数料総額 4,383千円 

（b）うち利害関係人への支払額 913千円 

（c）（b）／（a） 20.8％   
 
 
 
利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当ファンドに係る利害
関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、株式会社三井住友フィナンシャルグループです。 

 

 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2021年12月１日から2022年11月30日まで) 

該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

  

日本株式ＥＳＧマザーファンド

	 －	 7	 －

全体_90950_925509_20221130_三校_日本株式ＥＳＧマザーファンド _941843.indd   7 2023/01/12   9:00:27

	 －	19	－

全体_90950_178709_20221130_四校_三井住友・日本株式ＥＳＧファンド _941842.indd   19 2023/01/13   12:43:09



品 名：90950_925509_005_941843.docx 
日 時：2023/1/12 8:57:00 
ページ：4 

 組入れ資産の明細 (2022年11月30日現在) 
（1）国内株式 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業(0.8％)    

ウエストホールディングス － 9.9 43,510 

コムシスホールディングス 1.8 － － 

エクシオグループ 3.7 23.4 49,771 

食料品(0.5％)    

日清製粉グループ本社 20.3 － － 

森永乳業 － 0.2 889 

明治ホールディングス － 5.9 38,940 

不二製油グループ本社 21.4 8 16,904 

繊維製品(1.7％)    

東レ 276.4 251.4 185,684 

化学(5.6％)    

旭化成 177.8 248.9 253,629 

積水化学工業 118.6 74.8 144,139 

アイカ工業 21.6 － － 

日本ペイントホールディングス 48.5 － － 

太陽ホールディングス － 0.6 1,523 

富士フイルムホールディングス 21.4 29.6 216,524 

ファンケル 12.6 － － 

メック － 0.3 771 

ＪＣＵ 13.5 0.5 1,685 

医薬品(3.6％)    

塩野義製薬 36.7 42.1 292,595 

中外製薬 39 29.8 107,995 

ガラス・土石製品(0.8％)    

東海カーボン 13.6 0.6 628 

ニチアス 39.4 38.5 93,093 

鉄鋼(1.9％)    

丸一鋼管 2.5 28.4 80,741 

山陽特殊製鋼 40.3 58.5 129,460 

非鉄金属(2.2％)    

住友電気工業 87.2 153 244,876 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

金属製品(0.2％)    

三和ホールディングス 80.5 9.1 11,739 

リンナイ － 1.5 15,270 

機械(4.6％)    

三浦工業 5.2 － － 

アマダ 63 15.4 16,909 

ＤＭＧ森精機 － 10.5 19,225 

ディスコ 5.9 5.9 239,540 

ローツェ 4.2 － － 

ダイキン工業 12.2 10.7 239,733 

ＪＵＫＩ 91.6 － － 

電気機器(18.0％)    

イビデン 6.1 2.1 11,571 

富士電機 15.6 18.8 105,656 

安川電機 29.7 29.7 132,016 

明電舎 － 5.8 11,524 

オムロン 18.6 24.6 173,282 

サンケン電気 － 0.4 2,652 

ソニーグループ 44.3 47.3 532,361 

ＴＤＫ 50 74.5 363,560 

アルプスアルパイン 7.6 － － 

エスペック － 0.3 617 

キーエンス 3.8 2.8 159,992 

シスメックス 9.2 5.1 42,421 

レーザーテック 3.9 － － 

村田製作所 26.3 45.3 338,119 

小糸製作所 3.4 － － 

東京エレクトロン － 2.8 126,252 

輸送用機器(11.2％)    

豊田自動織機 13.8 3.1 24,211 

いすゞ自動車 98.3 279.9 502,140 

トヨタ自動車 246.3 259.8 522,327 

日野自動車 55.4 － － 
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銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

ＫＹＢ 6.3 － － 

ＳＵＢＡＲＵ － 23.2 54,554 

豊田合成 41.4 64.5 147,189 

精密機器(5.7％)    

テルモ － 21.1 85,307 

島津製作所 27.7 65.6 274,208 

ＨＯＹＡ 21.5 19.9 279,794 

その他製品(3.5％)    

バンダイナムコホールディングス 30.6 21.7 196,276 

凸版印刷 44.8 92.5 197,210 

電気・ガス業(0.7％)    

中部電力 30 59.1 76,120 

関西電力 58.9 － － 

陸運業(4.8％)    

東武鉄道 － 20.9 69,179 

小田急電鉄 9 53.1 95,686 

京王電鉄 2.8 13.7 70,144 

京成電鉄 － 16 62,640 

阪急阪神ホールディングス 17.4 － － 

京阪ホールディングス － 0.8 2,768 

名古屋鉄道 － 33.2 74,998 

日本通運 9.8 － － 

セイノーホールディングス － 105.3 126,781 

ＳＧホールディングス 15.3 7.5 15,975 

ＮＩＰＰＯＮ ＥＸＰＲＥＳＳホールディングス － 1.4 11,326 

情報・通信業(8.4％)    

ＮＥＣネッツエスアイ 24.3 － － 

テクマトリックス － 24.1 39,668 

インターネットイニシアティブ － 18 44,100 

オービック 4.5 － － 

トレンドマイクロ 3.9 2.3 15,663 

大塚商会 19.4 27.6 126,132 

電通国際情報サービス 24.1 0.4 1,830 

ネットワンシステムズ 20.2 36.3 123,420 

日本電信電話 93.4 116.3 444,266 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

ＫＤＤＩ － 34.6 142,240 

ソフトバンク 86.4 － － 

ＧＭＯインターネットグループ 0.9 － － 

卸売業(5.1％)    

伊藤忠商事 63.9 99.7 427,413 

兼松 7.2 － － 

岩谷産業 0.3 － － 

サンゲツ 2.2 66.9 140,556 

小売業(5.6％)    

アスクル － 61 96,441 

エディオン － 90 112,860 

ＺＯＺＯ － 23.3 79,802 

三越伊勢丹ホールディングス 107.6 － － 

ウエルシアホールディングス 22.5 － － 

パン・パシフィック・インターナショナルホールディングス 4.6 － － 

ユナイテッドアローズ 10.2 0.5 942 

ケーズホールディングス 21.3 120 136,800 

ヤマダホールディングス － 15 7,155 

ニトリホールディングス 3.5 － － 

ファーストリテイリング － 2.4 193,944 

銀行業(8.3％)    

しずおかフィナンシャルグループ － 335.2 336,876 

めぶきフィナンシャルグループ 126.7 － － 

新生銀行 3.3 2.8 6,549 

あおぞら銀行 1.9 102.9 267,025 

三井住友フィナンシャルグループ 66.6 － － 

ふくおかフィナンシャルグループ 11.4 115 309,465 

静岡銀行 108.7 － － 

証券、商品先物取引業(0.1％)    

ＳＢＩホールディングス 44.3 5.4 14,137 

保険業(3.0％)    

東京海上ホールディングス 37.3 119.1 336,695 

その他金融業(1.1％)    

芙蓉総合リース 12.4 － － 

みずほリース 18.8 9.3 30,736 
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銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

東京センチュリー 35.1 13.5 63,720 

リコーリース 31.6 － － 

日本取引所グループ 53 13.4 26,471 

不動産業(2.2％)    

大東建託 2.4 16 245,120 

サービス業(0.3％)    

パーソルホールディングス 59.7 － － 

綜合警備保障 12.2 － － 

リゾートトラスト 31.3 － － 

銘 柄 
期首(前期末) 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

サイバーエージェント 60.7 26.6 32,691 

ＴＲＥホールディングス － 0.8 1,256 

メイテック 3.8 － － 

船井総研ホールディングス 0.2 － － 

ダイセキ 26.3 － － 

合 計 
株 数 ・ 金 額 3,474.8 3,977.7 11,138,624 

銘柄数＜比率＞ 95銘柄 87銘柄 ＜94.2％＞ 
 
※ 銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。
※ < >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 

（2）先物取引の銘柄別期末残高 

銘      柄      別 
期 末 

買   建   額 売   建   額 

国 
内 

 百万円 百万円 

ＴＯＰＩＸ 696 － 
 
 
 

 投資信託財産の構成 (2022年11月30日現在) 

項 目 
期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

株 式 11,138,624 94.0 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 709,232 6.0 

投 資 信 託 財 産 総 額 11,847,856 100.0 
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 資産、負債、元本及び基準価額の状況 
  (2022年11月30日現在) 

項 目 期 末 

(A) 資 産 11,826,891,209円 

 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 572,787,119   

 株 式 ( 評 価 額 ) 11,138,624,040   

 未 収 入 金 20,051,500   

 未 収 配 当 金 86,468,550   

 差 入 委 託 証 拠 金 8,960,000   

(B) 負 債 708,282   

 未 払 解 約 金 705,698   

 そ の 他 未 払 費 用 2,584   

(C) 純 資 産 総 額 ( Ａ － Ｂ ) 11,826,182,927   

 元 本 8,721,418,207   

 次 期 繰 越 損 益 金 3,104,764,720   

(D) 受 益 権 総 口 数 8,721,418,207口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 13,560円 
 
※ 当期における期首元本額8,448,619,173円、期中追加設定元本額

517,059,423円、期中一部解約元本額244,260,389円です。 
※ 上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額が

投資信託財産の計算に関する規則第55条の6第10号に規定する額
（元本の欠損）となります。 

※ 期末における元本の内訳は以下の通りです。 
 三井住友・日本株式ＥＳＧファンド 1,067,671,225円
 ＳＭＤＡＭ・年金日本株式ＥＳＧファンド＜適格機関投資家限定＞ 7,653,746,982円
※ 上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資信

託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に規定
する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額となります。

 損益の状況 
  (自2021年12月１日 至2022年11月30日) 

項 目 当 期 

(A) 配 当 等 収 益 271,136,854円 
 受 取 配 当 金 271,630,190   
 受 取 利 息 17,616   
 そ の 他 収 益 金 1,328   
 支 払 利 息 △      512,280   
(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 △   76,659,350   
 売 買 益 1,005,243,568   
 売 買 損 △1,081,902,918   
(C) 先 物 取 引 等 損 益 20,776,000   
 取 引 益 302,134,600   
 取 引 損 △  281,358,600   
(D) そ の 他 費 用 等 △       45,629   
(E) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ) 215,207,875   
(F) 前 期 繰 越 損 益 金 2,797,303,269   
(G) 解 約 差 損 益 金 △   74,450,125   
(H) 追 加 信 託 差 損 益 金 166,703,701   
(I) 合 計 ( Ｅ ＋ Ｆ ＋ Ｇ ＋ Ｈ ) 3,104,764,720   
 次 期 繰 越 損 益 金 ( Ｉ ) 3,104,764,720   
 
※ 有価証券売買損益および先物取引等損益は期末の評価換えによる

ものを含みます。 
※ 追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定をし

た価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 
※ 解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額を差し

引いた差額分をいいます。 
 
 
 
 
 

 
 お知らせ 

＜約款変更について＞ 

該当事項はございません。 
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